
（別記） 

令和７年度登米市農業再生協議会水田収益力強化ビジョン 

 

１ 地域の作物作付の現状、地域が抱える課題  

（１）土地条件等 

登米市は宮城県の北東部に位置し、東は気仙沼市、西に栗原市、南は石巻市、遠

田郡、北は岩手県に接している。西部には丘陵地帯、北上川左岸の東部は山間地帯

となり、その間を広大平坦で肥沃な登米耕土が広がっている。総面積 536.12㎢のう

ち、35％にあたる 188.1㎢を農用地とし、その 90％を水田として利用する県下でも

有数の穀倉地帯となっている。 

 

（２）生産条件等 

    登米市の水田農家戸数（配分対象農家戸数）は、平成 23年度末には、10,746戸で

全戸数の 41％を占めているが、令和６年度末では 9,264戸で年々減少傾向にある。同

じように総世帯数に占める農家数の割合も低下が続いており、混在化が進んでいる。

これら離農農家の多くは、農地流動化の進展に基づく利用権の設定等による資格喪

失と考えられ、それに伴い、近年５ha以上の大規模農家が増加している。 

    登米市全体の認定農業者数は、平成 23 年度末で 951 経営体（個人：887、法人：

64）となっており、大部分が水田農業における主体的な担い手として位置付けられ

ている。なお、令和６年度当初においては、759経営体（個人：631（前年対比 32減）、

法人：128（対前年比５増）と、増加傾向になっている。 

また、主に認定農業者等で構成される生産組織については、水稲という単一作目

によらず、生産調整との絡みの中で、麦・大豆・野菜の全作業受託等、多作目による

複合経営を展開している。今後は、組織経営体としての経営所得安定対策加入要件

を満たすべく法人化への進展が期待されている。 

しかし、これら地域の中核を担う農業者についても高齢化が進んでおり、後継者

育成が早急な課題となっている。 

 

（３）営農形態 

営農形態は、水稲を基幹作物とし、これに畜産が結合する複合経営が大勢を占め

ていたが、近年では、生産調整規模の拡大に伴い水稲と土地利用型作物との複合経

営を目指す生産組織が核となり、麦・大豆等の本作化が進められている。また、併

せて通年就農の確立を目指し、鉄骨ハウス等を利用した施設園芸も伸びを見せてお

り、こうした労働集約型作物が新たな複合経営の柱となりつつある。 

 

（４）生産基盤の整備状況 

登米市の農業農村整備事業は、昭和 40年代後半から国営かんがい排水事業を中心

に基幹用排水施設の整備を進めてきた。それに合わせて末端施設の整備を進め、用

排水不良や農道の不備といった農業経営の阻害要因を解消してきた。その結果、令

和５年度末の水田整備率は、85％と県平均整備率 73％を大きく上回っており、この

うち 50a 以上の大区画整備率は、34％となっている。大区画ほ場整備事業の実施に

より生産基盤の整備を行うとともに農地の利用集積を推進している。地域別にみる

と米山地区と石越地区が計画面積に対し 100％の進捗となっている。 

 

（５）水田の利用状況 

 登米市の水田面積は令和６年度で 15,487ha あり、そのうち主食用水稲作付面積



は、9,087ha（減収分を考慮した数値）となっている。 

 また、水田を活用した転作作物については、大豆、麦、飼料作物等の土地利用型

作物を中心に作付けが行われおり、近年は、主食用米の生産数量目標の減少に伴い

米形態の転作作物である飼料用米、備蓄米、加工用米、新市場開拓用米の作付けが

増加している。 

 

 （６）地域の課題等 

競争力のある水田農業を確立するためには、担い手への農地集積を図り規模拡大

を推進するとともに直播栽培等を推進し水稲生産の一層の生産コストの低下を図る

必要がある。また、主食用米の作付け目標の減少に伴い、水田の収益力強化に向け

て、麦、大豆、飼料作物を転作の基幹作物として推進するとともに、米対応の転作

作物である備蓄米、加工用米、飼料用米、新市場開拓用米及び野菜の作付けの推進

も必要となっている。 

遊休農地の状況については、平成26年度は325.7haで、全農地の1.0％を占めている。

遊休農地の割合の高い地区は津山地区 21.3％、東和地区 14.7％となっており、中山間地域

で多くなっている。令和６年度では、295.6ha（うち田：153.5ha）となっており、その解消

と発生の防止が急務となっている。 

 

２ 高収益作物の導入や転換作物等の付加価値の向上等による収益力 
強化に向けた産地としての取組方針・目標 

登米市は、主食用米偏重の農業構造となっていることから、転作作物ついても、飼

料用米、新市場開拓用米といった水稲形態の作物が中心となっている。米価の安定及

び農家所得の向上のため、国の野菜指定産地となっているきゅうりやキャベツを中心

に、加工及び業務用としての需要が見込まれるばれいしょ、トマトのほか、たまね

ぎ、ねぎ、えだまめ、ほうれんそうを「園芸重点振興作物」として助成を行うほか、

新たに園芸作物の二毛作への助成を行うことで、高収益作物の作付への誘導及び農家

の収益力の向上につなげていく。 

また、農畜産物の付加価値を高めるため、環境保全型農業、耕畜連携による資源循環

型農業等により、「登米ブランド認証制度」を平成 19年度から実施しており、他地域の

産品との差別化を図り、地域の特色ある産品を産地の魅力として積極的に情報発信して

いる。 

新たな市場及び需要の開拓として、平成 30年から新市場開拓用米の取組を積極的に推

進しているが、近年、他地域での取組も増加し、産地間競争が発生していることか

ら、低コスト化、多収系品種の取組を図り、競争力の高い水田農業の実現に向けて推

進する。 

 

３ 畑地化を含めた水田の有効利用に向けた産地としての取組方針・目標  

登米市の状況として農家の高齢化が進み、遊休農地の増加及び借り手農家より貸し手

農家が多いことから、農地の有効利用、担い手農家への集積化を図ることがなお一層必

要となっている。また、貸付農地は、ほ場整備を行った農地だけでなく、開田などの未

整備農地も数多くあり、その中には作付できる作物が限られる農地もあることから、担

い手への集積が進まない一つの原因となっている。また近年は、各交付額が減額傾向で

あり、収益力の低下による耕作放棄等が懸念される。 

令和６年度においては、転作面積（米形態を除く）は市内の農地の約２５パーセント

で取り組まれており、中山間地域を中心に畑作物の作付けが定着している。 

令和７年度においても、今後畑地化促進事業を活用し、畑地化への切替えについて検

討を進めていくが、対象農地については団地化された農地であることが必要であるため、



生産組合、担い手農家への集積化を進めていくこととする。 

また、引続き水田として転作を行っていく農地については、作付けする作物が固定化

する傾向にあり、病害虫の発生、雑草の優占等の連作障害により、肥培管理に係るコス

トの増加及び収量の低下が懸念されている。 

今後は水田活用の直接支払交付金の対象水田の現地確認及び本協議会のバックデー

タをもとに、地域の状況に応じ、団地化による肥培管理の一元化、ブロックローテーシ

ョンの活用、休耕期及び間作における地力増進作物の作付けにより、収量の向上を進め

ていく。 

４ 作物ごとの取組方針等  

（１）主食用米 

人口減少等により消費が年々減少している中、本市が米の主産地として生き残って

いくためには、品質、食味、価格帯等、多様なニーズに対応した生産・販売を一層推

進していくことが必要であり、主力品種である「ひとめぼれ」をけん引役に、「ササ

ニシキ」、「だて正夢」などを組み合わせた作付けを行い、産地としての評価向上を図

り、『米どころ登米市』の存在感を高めていくものとする。 

生産にあたっては、高品質・良食味安定生産を徹底することに加え、ＳＤＧs の観

点を踏まえ有機農業や特別栽培等の環境への負荷が少ない農業の取組を推進し、消費

者の評価と付加価値の向上を図るとともに、移植栽培と直播栽培の組み合わせによる

作期拡大やスマート農業等の先進技術を活用したコスト低減に努め、生産者の所得向

上を図るものとする。 

また、令和６年産米の価格については、大幅な上昇となったところであるが、一方

で、様々な資材や燃料価格の高止まりにより生産コストも上昇していることから、こ

の価格高騰が一過性のものにならないよう、需要に応じた生産を継続できるよう努め

ていくものとする。 

 

（２）備蓄米 

備蓄米については、生産量の確保等の観点から多収系品種の活用を進め、販売枠の

確保を維持するため一定程度の作付け維持に努める。 

※備蓄米については、令和７年産米の備蓄米に関する政府買入の動向を踏まえ、主

食用米及び非主食用米等へ変更する場合がある。 

 

 

（３）非主食用米 

主食用米については消費の減退など需要の拡大が難しい状況であり、主食用米に変

わる水田フル活用作物として、水田機能を有したままで取り組める米形態の転作作物

である備蓄米、加工用米、飼料用米、新市場開拓用米等の生産を推進する。 

 

  ア 飼料用米 

飼料用米については、米形態で取り組むことのできる生産調整の中でも中心的な役

割を果たしているとともに、配合飼料価格が高騰する中、安定して調達が見込める自

給飼料として重要性が高まっていることから、引き続き取組を推進するものとする。 

また、水田活用の直接支払交付金における戦略作物助成について、令和６年産から

一般品種の助成単価が段階的に引き下げられていることから、安定・多収栽培並びに

省力栽培のポイントに関する調査・研究を行うなど、多収性品種による飼料用米作付

けの定着化に向けた産地としての条件整備に努めていくものとする。 

なお、一般品種による取組では、主食用として作付けしたものを、途中で飼料用に

切り替えることで、主食用米の需給を調整できる利点も挙げられる。一般品種への助



成減額が進めば、こうした柔軟な対応が難しくなるものと想定されることから、多収

性品種生産の条件整備が軌道に乗るまでの激変緩和措置として、産地交付金の地域枠

により「飼料用米（一般品種）継続支援助成」について、単価を増額することで、主

食用米の需給と価格の安定及び水田農業の収益性確保に繋げていくものとする。 

 

  イ 米粉用米 

米粉用米については、小麦の代替としてだけではなく、グルテンフリー食品等、新

たな用途として全国的に一定の需要が見込めることから、需要動向を的確に把握しな

がら、需要に応じた適正水準の取組を推進するものとする。 

 

  ウ 新市場開拓用米 

本市における米の輸出については、ＪＡみやぎ登米が国から「フラッグシップ輸出

産地」として認定されるなど、同組合を中心とした取組が順調に推移し、令和６年度

には 4,000トンに近い契約数量まで拡大しており、全国でも最大規模の取組を誇って

いる。 

収益性の面でも、コメ新市場開拓等促進事業等のメリット措置を活用することによ

り、主食用米と遜色のない収入が見込まれることから、生産者の所得向上に繋げるた

め、引き続き取組を推進するものとする。 

また、実需者からの要望として、外国産米との価格差を補うため、低価格で安定し

た品質が求められていることから、多収性品種である「つきあかり」の生産ととも

に、低コスト栽培等の取組を引き続き推進するものとする。 

 

  エ ＷＣＳ用稲 

ＷＣＳ用稲については、本市農業経営の特徴である稲作と畜産を組み合わせた複合

経営の中で、自家利用を目的とした個別転作形態による作付けを継続していくととも

に、水田の有効利用と耕畜連携の観点から、耕種農家と畜産農家との利用供給体制を

一層推進し、収穫物の効果的利用と飼料価格の高騰にも対応した良質な粗飼料確保に

繋げていくものとする。 

 

  オ 加工用米 

水田を有効利用する取組の１つであるとともに、生産調整達成に向けた有効な手段

であることから、備蓄米や飼料用米等の新規需要米との需給調整バランスをとりなが

ら計画的な出荷体制の確立を図り、水田活用の直接支払交付金等を活用し、主食用米

を作付けした場合との所得格差を縮小させることで、取組の維持に繋げるものとす

る。 

 

（４）麦、大豆、飼料作物 

  ア 麦 

麦については、全量民間流通に対応できる品質の向上を図るため、従来の基本的な技

術の他に赤かび病防除の徹底、硝子率の測定分析による施肥改善等を積極的に実施し、

産地交付金の活用により、集落内での徹底した話し合いに基づく土地利用集積を行い、

作付けの団地化を促進していくものとする。 

  イ 大豆 

大豆については、地域及び集落での話し合いによる充実した土地利用計画の下、受け

手となる生産組織等が中心となり、本作化に向けた取り組みを徹底した結果、品質・収

量とも県内有数の産地として位置づけられており、本市においては、タチナガハ及びミ

ヤギシロメを中心に作付けされている。 

特に、豆腐や油揚げの原材料として、タチナガハの評価が高く、今後はタチナガハ及



びミヤギシロメを重点作物として推進し、各種補助金の活用による機械の導入を推進

し、機械作業体系の確立による生産コストの低減及び安定した品質・収穫量を確保する

ための技術の徹底を図る。 

また、取組にあたっては、産地交付金を活用するとともに、引き続き集落内での徹

底した話し合いに基づく土地利用集積を行い、作付けの団地化を促進していくものと

する。 

 

  ウ 飼料作物 

飼料作物については、登米市農業経営の特徴である水稲と畜産を合わせた複合経営

の中で、生産調整面積拡大による水田利用と粗飼料確保の両面から自家消費を目的と

した小規模な個別転作形態による作付が約半数を占めている。畜産農家で構成される

飼料作物専門の生産組織は、団地化等を図りながら効率的な管理を進めているが、構成

員の自家消費にとどまっているのが現状である。 

今後は、米の消費減退等による更なる生産調整規模の拡大が予想される中で、産地

交付金を活用し団地化を推進するとともに水田の有効利用と耕畜連携の観点から、構

成員以外の畜産農家との利用供給体制を推進し、収穫物の効果的利用と良質な粗飼料

確保を目指すものとする。 

 

（５）そば、なたね 

そばについては、中山間地域等の条件不利地域の作物として、需要に応じた生産振

興を図るとともに排水対策等の基本的技術の徹底による単収の向上や品質の向上を図

りながら産地交付金を活用して推進していく。なたねについては、令和６年度では取

組実績なし。 

 

（６）地力増進作物 

麦、大豆、野菜等の作付けが固定化された場合、連作障害により収量の低下が発生

し、肥培管理におけるコスト増といった課題が生じている。連作障害対策の 1つとし

て、休耕期にソルガム、ヘアリーベッチ等の地力増進作物を作付けし、すき込むこと

で、土壌改良につながり、収量の向上を行うことが可能である。 

今後は、休耕期や間作として地力増進作物を作付けすることにより、効率的な農地

の活用及び肥培管理におけるコストの低下を図り、農作物の収量の向上につなげてい

くものとする。 

 

（７）高収益作物 

野菜等の園芸作物については、畜産と共に複合部門の柱として位置づけられてお

り、品目別に見ると、きゅうり、いちご、キャベツ、にら、かぼちゃ、ほうれんそう

等が重点的に栽培されておりキャベツについては、広域的な産地指定として栽培面積

の拡大を図ることとしている。 

今後は、施設栽培による集約的な園芸を主体に、転作田を活用した土地利用型露地

野菜の固定団地化と省力機械体系を促進し、生産性と品質の確保に努めるとともに、

消費者の安全・安心志向に対応した環境保全野菜にも着目するとともに、産地交付金

を活用して作付けを推進し産地としての確立を目指すものとする。市内にある直売所

及び、市内で生産された野菜、雑穀、花卉、果樹等の販売を行っているスーパーマー

ケット等の実需者に対しては、少量多品目の作付けにより消費者ニーズに応じた顔の

見える農産物生産を奨励し、水田フル活用の観点から不作付地や耕作放棄地の解消を

図り地産地消と食料自給率向上に努めていくものとする。 

 



５ 作物ごとの作付予定面積等 ～ ８ 産地交付金の活用方法の明細  

別紙のとおり 
 

   ※ 農業再生協議会の構成員一覧（会員名簿）を添付してください。 


